
                                                        

議案第 ９４ 号  
 

平成２４年度流山市公共下水道特別会計補正予算（第３号）  
 
 平成２４年度流山市の公共下水道特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。  
 （歳入歳出予算の補正）  
第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７７，９７７千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ４，３３４，２４８千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､「第１

表 歳入歳出予算補正」による。  
 （債務負担行為の補正）  
第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。  

（地方債の補正）  
第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。  
 
 
  平成２４年１１月２７日提出  
 
                                  流山市長  井 崎 義 治  
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第１表   歳入歳出予算補正
歳　入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 4  繰 入 金     1,160,163        21,977△     1,138,186

 1  繰 入 金     1,160,163        21,977△     1,138,186

 7  市 債       877,200        56,000△       821,200

 1  市 債       877,200        56,000△       821,200

補正されなかった款項に係る額     2,374,862             0     2,374,862

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               4,412,225        77,977△     4,334,248

- 2 -



歳　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  総 務 費     1,275,893         6,636△     1,269,257

 1  総 務 管 理 費     1,275,893         6,636△     1,269,257

 2  公 共 下 水 道 事 業 費     1,825,528        71,341△     1,754,187

 1  公 共 下 水 道 事 業 費     1,825,528        71,341△     1,754,187

補正されなかった款項に係る額     1,310,804             0     1,310,804

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               4,412,225        77,977△     4,334,248
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追　加

自  平成24年度

至  平成25年度

自  平成24年度

至  平成25年度
向小金雨水幹線整備事業 　　　　　９０，０００千円以内

第２表　債務負担行為補正

事　　　　　　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

江戸川左岸流域関連公共下水道整備事業 　　　　　７５，０００千円以内
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　変　更

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 千円

公共下水道事業（既成市街地
分）

654,600
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

　５．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金、地
方公共団体金融機
構資金及び銀行等
資金について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率）

　起債の日から据
置期間を含め３０
年以内において元
利均等、元金均等
又は満期一括償還
する。ただし、市
財政の都合により
据置期間及び償還
期間の短縮、繰上
償還並びに低利に
借換えをすること
ができる。

598,600 補正前に同じ 補正前に同じ 補正前に同じ

計 654,600 598,600

起債の目的
補正前 補正後

第３表　地方債補正
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 平成２４年度流山市公共下水道特別会計歳入歳出補正予算（第 3号）事項別明細書

 １　歳  入

 （単位　千円）

節
目

 補　正　額

 (補正前の額)

 (　　計　　) 区      分 金    額
説                  明

 （款） 4 繰入金  （項） 1 繰入金

 1  一般会計繰入金　       21,977△

 (  1,160,163)

 (  1,138,186)

 1  一般会計繰入金　　　       21,977△ 1 一般会計繰入金  ・ 一般会計繰入金更正減　　　　　　　　　　　　　　 〔　　　　　　　　　　〕 下水道業務課　　　　        21,977△

項  計

      21,977△

 (  1,160,163)

 (  1,138,186)

款  計

      21,977△

 (  1,160,163)

 (  1,138,186)

 （款） 7 市債  （項） 1 市債

 1  市債　　　　　　       56,000△

 (    877,200)

 (    821,200)

 1  下水道債　　　　　　       56,000△  ・ 公共下水道事業債（既成市街地分）更正減　　　　　 〔　　　　　　　　　　〕 下水道業務課　　　　        56,000△

項  計

      56,000△

 (    877,200)

 (    821,200)

款  計

      56,000△

 (    877,200)

 (    821,200)

歳入合計

      77,977△

 (  4,412,225)

 (  4,334,248)
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 ２　歳  出

 （単位　千円）

節

目

 補   正   額   の   財   源   内   訳補 正 額

 (補正前の額)

 (　　計　　)

特      定      財      源 一 　 般

財 　 源
区  分 金   額

説          明

国県支出金 地  方  債  そ  の  他

 （款） 1 総務費  （項） 1 総務管理費

 1 一般管理        6,636△

 (  1,275,893)

 (  1,269,257)

                          6,636△            

繰入金

      6,636△

 費　　　

 2  給料　　　      4,629△

 3 職員手当等       589△

 4  共済費　　      1,418△

 1  職員人件費２２人分　　　　　　　                          6,636△                  6,636△

 (1)  一般職人件費２２人分　　　　　〔　　　　　　　　　　〕 人材育成課　　　　　                          6,636△                  6,636△

 給料更正減　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (     4,629)△

 職員手当等更正減　　　　　　　　　　　　　　　  (       589)△

 共済費更正減　　　　　　　　　　　　　　　　　  (     1,418)△

項  計

       6,636△

 (  1,275,893)

 (  1,269,257)

      6,636△

款  計

       6,636△

 (  1,275,893)

 (  1,269,257)

      6,636△
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 （款） 2 公共下水道事業費  （項） 1 公共下水道事業費  （単位　千円）

節

目

 補   正   額   の   財   源   内   訳補 正 額

 (補正前の額)

 (　　計　　)

特      定      財      源 一 　 般

財 　 源
区  分 金   額

説          明

国県支出金 地  方  債  そ  の  他

 1 既成市街       30,000△

 (  1,281,098)

 (  1,251,098)

               26,000△       4,000△            

     26,000△

繰入金

      4,000△

地汚水事

 業費　　

13  委託料　　     30,000△

 3  流域関連公共下水道整備に要する経               26,000△       4,000△            

 費　　　　　　　　　　　　　　　      30,000△

 (51) 江戸川左岸流域関連公共下水道整               26,000△       4,000△            

 備事業　　　　　　　　　　　　〔　　　　　　　　　　〕 下水道建設課　　　　      30,000△

 委託料更正減　　　　　　　　　　　　　　　　　  (    30,000)△

 諸委託料更正減　　　　　　　　　　　　　　　      30,000△

        ・ 施工業務委託料更正減　　　　　　　　　　　      30,000△

 4 既成市街       41,341△

 (    173,230)

 (    131,889)

               30,000△      11,341△            

     30,000△

繰入金

     11,341△

地雨水事

 業費　　

13  委託料　　     30,600△

22  補償、補填     10,741△

 及び賠償金

 1  雨水対策に要する経費　　　　　　               30,000△      11,341△                 41,341△

 (51)  新東谷調整池整備事業　　　　　〔　　　　　　　　　　〕 河川課　　　　　　　                          6,659                  6,659

 委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (     3,400)

 家屋調査委託料　　　　　　　　　　　　　　　       3,400

        ・ 家屋事後調査業務委託料　　　　　　　　　　       3,400

 補償、補填及び賠償金追加　　　　　　　　　　　  (     3,259)

        ・ 家屋補償費追加　　　　　　　　　　　　　　       3,259

 (52)  野々下１号雨水幹線整備事業　　〔　　　　　　　　　　〕 河川課　　　　　　　                         14,000△                 14,000△

 補償、補填及び賠償金更正減　　　　　　　　　　  (    14,000)△
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 （款） 2 公共下水道事業費  （項） 1 公共下水道事業費  （単位　千円）

節

目

 補   正   額   の   財   源   内   訳補 正 額

 (補正前の額)

 (　　計　　)

特      定      財      源 一 　 般

財 　 源
区  分 金   額

説          明

国県支出金 地  方  債  そ  の  他

        ・ 4 既成市街

地雨水事

業費

 野々下１号雨水幹線工事に伴う家屋補償費更正

 減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      11,000△

        ・ 野々下１号雨水幹線工事に伴う電柱・架空線移

 設補償費更正減　　　　　　　　　　　　　　       3,000△

 (53)  向小金雨水幹線整備事業　　　　〔　　　　　　　　　　〕 河川課　　　　　　　               30,000△       4,000△                 34,000△

 委託料更正減　　　　　　　　　　　　　　　　　  (    34,000)△

 諸委託料更正減　　　　　　　　　　　　　　　      34,000△

        ・ 施工業務委託料更正減　　　　　　　　　　　      34,000△

項  計

      71,341△

 (  1,825,528)

 (  1,754,187)

     56,000△      15,341△

款  計

      71,341△

 (  1,825,528)

 (  1,754,187)

     56,000△      15,341△

歳出合計

      77,977△

 (  4,412,225)

 (  4,334,248)

     56,000△      21,977△
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職員数 共　済　費

(人） (千円）

22 52,762

22 54,180

△ 1,418

扶養手当 地域手当 通勤手当
時間外勤務

手当
夜間勤務

手当
期末・勤勉

手当
児童手当

管理職員
特別勤務

手当

単身赴任
手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補正後
5,347 8,001 1,870 5,092 36,621 3,330 33 87

補正前
4,842 8,329 2,080 3,181 38,490 3,885

比　較
505 △ 328 △ 210 1,911 △ 1,869 △ 555 33 87

2,495

156,623

161,841

△ 5,218

1,574

1,758

△ 184

92,148

96,777

64,475

65,064

△ 4,629

(千円）

4

4

(千円）

△ 589

(千円） (千円）

21

2,516

比　　　較

(千円）

補　正　後

補　正　前

一般職

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費 合　　　計

備　　考

報酬(千円） 給料(千円） 職員手当等(千円） 計(千円）

　（１）総括

給　　与　　費　　明　　細　　書

209,385

216,021

△ 6,636

職員
手当
等の
内訳

区　　分

住居手当
特殊勤務

手当
休日勤務

手当
管理職
手当
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増減額(千円） 説　　　明 備　　　考

給　　料 △ 4,629 その他の増減分 △ 4,629 職員の配置替え等に伴うもの 　職員数の異動状況
　　　　（現に在職する　（その他）　　　（計）
　　　　　職員数）
　補正後　 　 　２２人　　　　　人 　　　２２人
　補正前 　　 　２２人　　　　　人 　　　２２人
　増　減      　　　人　　　　　人 　  　　　人

職員手当等 △ 589 その他の増減分 △ 589 職員の配置替え等に伴うもの

増減事由別内訳(千円）
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（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

一　般　行　政　職

３５２，２６６

４３２，８７３

４５．００

３６２，０５１

４２５，５０７

４６．００

　イ　初任給

１４４，５００

１４４，５００

区　　　　　　　　　分

平均給料月額　(円）

補正後
(平成２４年１０月１日現在)

高　校　卒

区　　　　　　　　分

補正後
(平成２４年１０月１日現在)

補正前
(平成２４年１月１日現在)

平均給与月額　(円）

平 均 年 齢   (歳）

平均給料月額　(円）

平均給与月額　(円）

平 均 年 齢   (歳）

Ⅰ種　　　１８１，２００

Ⅱ種　　　１７２，２００
大　学　卒 １７８，８００

一　般　行　政　職（円）
国　　の　　制　　度

一　般　行　政　職　(円）

          １４０，１００

補正前
（平成２４年１月１日現在）

高　校　卒           １４０，１００

大　学　卒 １７８，８００
Ⅰ種　　　１８１，２００

Ⅱ種　　　１７２，２００
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　ウ　級別職員数

職 員 数 (人） 構 成 比 （％）

１　　級

２　　級 1 4.5

３　　級 5 22.7

４　　級 8 36.4

５　　級 4 18.2

６　　級 2 9.1

７　　級 2 9.1

８　　級

計 22 100.0

１　　級

２　　級

３　　級 4 18.2

４　　級 9 40.9

５　　級 5 22.7

６　　級 2 9.1

７　　級 2 9.1

８　　級

計 22 100.0

補正前
(平成２４年１月１日現在)

級区　　　　分
一   般   行   政   職

補正後
(平成２４年１０月１日現在)
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(級別の標準的な職務内容）

区　　　　分 １　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

係　長 課長補佐 次　長

課　長

　エ　昇給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

２号給

２２

（Ｂ）／（Ａ） １００

３８号給

１５

２２

４

（Ｂ）

３号給

（Ｂ）／（Ａ） ９５．５

８号給

４号給

４　　級

主　査

全　　　職　　　種

３

２２

（Ｂ） ２１

２　　級

技　師

３　　級

主任技師

副 主 査

４号給

一般行政職

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

（Ａ）

１号給

補正前

補正後
号 給 数 別 内 訳

職　　 員 　　数

昇給に係る職員数

比　　　　　　　率

職　　 員 　　数

比　　　　　　　率

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

２号給

３

１５

６号給

（Ａ）

６号給
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　オ　期末手当・勤勉手当

補　　正　　後

補　　正　　前

国　の　制　度

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支　　給　　率　　等

国の制度（支給率等）

その他の加算措置等

備　　　考

３．９５

３．９５

３．９５

有

有

２．０５

６月(月分）

１．９

１．９

職制上の段階、職務
の級等による加算措置

支　給　期　別　支　給　率
支給率計(月分）

有

最高限度
　　　　（月分）　　　　（月分）　　　（月分） 　　　（月分）

区　　　　　分

１．９

１２月(月分）

２．０５

２．０５

３０．５５

３０．５５

４１．３４

４１．３４

区　　　　　分 ２０年勤続者 ２５年勤続者 備　　　考

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

５９．２８

５９．２８

５９．２８

５９．２８

３５年勤続者
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　キ　地域手当

支　　給　　対　　象　　地　　域 ―

支　　　　　　　給　　　　　　率 （％） ８

支　　給　　対　　象　　職　　員 （人） ２２

国　 の　 指　 定　 基　 準　 に
基　　づ　　く　　支　　給　　率

（％） ３

　ク　特殊勤務手当

全　　　　　　　　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） ０．０１

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 平 成 ２ ４ 年 １ ０ 月 １ 日 現 在 ）

（％） ―

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 徴収手当

区　　　　　　　　　　　　　　分
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　ケ　その他の手当

区　　　分 国の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶養手当 同　　　　　じ

住居手当 異　　な　　る

国　　借家の場合
　　　　家賃１２，０００円以下　　　　　支給なし
　　　　家賃１２，０００円を超える場合　２７，０００円を限度に支給
本市　借家の場合
　　　　家賃１１，５００円以下　　　　　支給なし
　　　　家賃１１，５００円を超える場合　２７，５００円を限度に支給
　　　自宅の場合
　　　　世帯主　　　　７，０００円

通勤手当 異　　な　　る

国　　交通機関等を利用する場合
　　　　月額５５，０００円を限度として、６か月を超えない期間で低廉な定期券等の価格を半年ごと
        に支給
国　　自動車等を利用する場合
　　　　使用距離に応じて２，０００円～２４，５００円を支給
本市　交通機関等を利用する場合
　　　　６か月を超えない期間で低廉な定期券等の価格を半年ごとに支給
　　　自動車等を利用する場合
　　　　使用距離に応じて５，１００円～３２，８３０円を支給
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期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国県支出金地　方　債そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

自　平　成

24  年  度

至　平　成

25　年　度

自　平　成

24  年  度

至　平　成

25　年　度

　　　        債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額及び当該年度以降の
              支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限　　度　　額

前年度末までの 当該年度以降の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 　 出　  額 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一 般 財 源

江戸川左岸流域関連公共
下水道整備事業

７５，０００千円以内 75,000 65,000 10,000

向小金雨水幹線整備事業 ９０，０００千円以内 90,000 70,000 20,000
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当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

１ 公 共 下 水 道 債 15,714,080 15,767,815 886,000 652,328 16,001,487

（１） 既 成 市 街 地 分 11,952,422 11,823,604 711,500 589,979 11,945,125

２ 流 域 下 水 道 債 3,082,482 3,033,583 95,600 146,007 2,983,176

合 計 18,796,562 18,801,398 981,600 798,335 18,984,663

   地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

4,056,362（２）
つ く ば エ ク ス プ レ ス
沿 線 整 備 関 連 分

3,761,658 3,944,211 174,500 62,349

- 19 -


